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1. はじめに 

 近年、アメリカと中国の対⽴が本格化するにともなって、⻄側諸国と中国との間の経済関係
を縮⼩するような政策が⾏われ、企業活動にも様々な⼤きな影響が出始めている。第 1 に、⽇
⽶欧諸国は半導体やその製造装置をはじめとする先端的製品の対中輸出や対中・対内投資、技
術移転の管理を強化している。中国もそれに対抗する形で様々な規制をかけている。第 2 に、
政治的もしくは安全保障上の理由から、グローバル・サプライチェーン、特に中国とのサプラ
イチェーンが途絶するリスクが拡⼤している。そのリスクに対応して、電⼦機器や医薬品など
の必需品やその素材・部品の調達先を中国に依存せず、サプライチェーンを強靭化するために、
⾃国に移管する国内回帰（オンショアリング）や他の友好国に移管するフレンドショアリング
が進んでいる。第 3 に、国内回帰を促進するため、⾃国内に国内・外資企業の投資を呼び込ん
で産業を育成しようとする産業政策が世界各国で活発化している。 
 このように現実世界で経済と安全保障との分離が難しくなってきているために、経済学でも
経済と安全保障を融合した「経済安全保障」に対する関⼼が⾼まっている。ただし、経済安全
保障は新しい概念であり、様々な定義がある。例えば Bown (2024)は、経済安全保障を「最低
限、ある国が財やサービスを必要とするときに適正な価格で⼿に⼊れられる状態」と定義し、
またその概念は Murphy and Topel (2013)が「ある国の市⺠の安全や厚⽣を⼤きな脅威から守
るための⼀連の政策」と定義する国家安全保障と重なるとする。⽇本では、⾃由⺠主党（2020）
が「我が国の独⽴と⽣存及び繁栄を経済⾯から確保すること」と定義している。 

いずれの定義に依拠したとしても、経済安全保障の１つの中⼼的課題は、安全保障に起因す
る政策（貿易規制等）や紛争のためにサプライチェーンが途絶するリスクにどのように対応す
るかである。これは特に、⽣産効率を追求した企業が⽣産⼯程を各国に分散させ、それらの企
業ネットワークが複雑に結びつくことで、⼤規模なグローバル・サプライチェーン（国際⽣産
ネットワーク）が構築されたためだ(Baldwin, 2016, Ando and Kimura, 2010)。 

経済安全保障を確保し、サプライチェーンを強靭化するために、各国政府は企業活動に対し
てこれまで以上の政策的関与が必要だと考えている。例えば、⽇本では 2022 年の閣議決定で、
「経済⾯における安全保障上の⼀定の課題については、官⺠の関係の在り⽅として、市場や競
争に過度に委ねず、政府が⽀援と規制の両⾯で⼀層の関与を⾏っていくことが必要である。」
と明記されている（内閣府 2022）。それに伴って、重要物資について⺠間企業に調達や在庫に
ついて報告を求めるかわりに補助⾦を供与することを定めた経済安全保障推進法が制定され、
同時に半導体産業に対して多額の補助⾦が供与されている。アメリカでも CHIPS and Science 
Act や Inflation Reduction Act などによって、半導体、再⽣可能エネルギー、電気⾃動⾞（EV）
関連などの重要品⽬の国内⽣産や研究開発に対する補助⾦が供与される。欧州も同様の
European Chips Act を制定している。 

経済学も、急速にこのような現実の動きに対応しつつある。理論的には、サプライチェーン
による取引を市場取引とは異なるものととらえ、様々な市場の失敗を想定して、必要な政策が
考えられている。実証的には、サプライチェーンの強靭化の要因や産業政策の有効性が分析さ
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れている。本論⽂は、近年のこれらの研究成果を基に、経済安全保障を踏まえたサプライチェ
ーン構築のための政策や産業政策のあり⽅について議論する。 

2. サプライチェーンの強靭性 

2.1 理論的研究 

まず、サプライチェーンの強靭性に関する理論的研究をいくつか紹介したい。その多くは、
市場取引ではないサプライチェーンでの取引を仮定して、市場均衡が社会的に最適でないこと
を導いている。 

例えば Acemoglu and Tahbaz-Salehi (2024)は、市場取引ではない最終財⽣産企業とサプライ
ヤーとの取引を想定したモデルで、その均衡を分析した。このサプライチェーンでは、⽇本の
系列関係(Aoki, 1988)と同様に関係構築のためのコストが必要であり、その関係特殊性が⽣産
性向上をもたらすと仮定されている。その結果、均衡ではサプライヤーと最終財企業との関係
が⼗分に構築されず、社会的に最適な状態が達成されない。これは、サプライチェーンにおけ
る取引関係構築による利益が完全には内部化されない、つまり⾃社がコストを払って取引関係
を構築することで、サプライチェーンで間接的につながった他社にも利益が及ぶが、その他社
は⾃社に利益を還元してくれないからである。また、Acemoglu and Tahbaz-Salehi (2024)は、
関係構築のコストが増加すると均衡でのサプライチェーンは縮⼩するが、ある時点で不連続的
に縮⼩することも⾒出している。この結果は、サプライチェーンは状況の変化に対して脆弱で
あると解釈されている。 

Grossman et al. (2023b)のモデルでも、企業はサプライチェーン構築のためにコストを負担
することが想定され、またサプライヤーと顧客企業との交渉によって価格が決定される。さら
にサプライチェーン途絶のリスクが存在するが、各企業はそのリスクを緩和して強靭性を強化
するための投資を⾏うことができる。この均衡では、価格が競争的に決まらないために、サプ
ライチェーンにおける取引量は社会的に最適なレベルよりも⼩さくなる。また、企業は⾃らの
強靭性強化がサプライチェーン全体に及ぼす社会的効果を考慮しないために、強靭化に対する
投資やサプライヤーの数（多様化の程度）は社会的最適値よりも過⼩になりがちだ。ただし、
社会的最適値はさらにサプライヤーと顧客の競争⼒のあり⽅によっても変わってくる。 

Capponi et al. (2024)では、やはりサプライヤーと顧客企業の関係がモデル化されているが、
サプライヤーは需要・供給ショックに対応するために事前に⽣産⼒に対する投資を⾏うことが
想定されている。この時、サプライヤーは⼗分に⽣産⼒を増強しなくても、ショック後に価格
競争⼒を持つために、均衡では社会的に最適なレベルにまで⽣産⼒に対する投資が⾏われな
い。また、⼤きなショックが起きると、投資不⾜からサプライヤーは⼗分な供給が⾏えない。
つまり、Acemoglu and Tahbaz-Salehi (2024)と同様に、このモデルの均衡ではサプライチェー
ンは⾮効率的で脆弱である。Capponi et al. (2024)は、投資に対する補助⾦、前もって発注する
ことに対するインセンティブの供与、サプライヤーの代替性や競争の促進によって、サプライ
チェーンの⾮効率性・脆弱性が緩和できると提唱している。 
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つまり、これらの理論モデルの多くは、サプライヤーと顧客企業との取引を市場取引とは違
ったものとしてとらえ、関係構築に費⽤がかかると仮定している。この時、各企業によるサプ
ライチェーン関係の構築はサプライチェーンを通じて経済全体に恩恵を与えるが、その利益は
各企業に内部化されていないために、サプライチェーンの構築が⼗分に⾏われない。同様に、
サプライチェーン途絶に備えた投資（現実には Business Continuity Plan［BCP］の制定、柔軟
な⽣産技術の開発など）も過⼩になりがちだ。 

また、これらの論⽂では、需要・供給ショックを仮定しているが、経済安全保障に関連した
サプライチェーン途絶もこのようなショックの 1 つとして考えられる。現在は、経済安全保障
に関連したサプライチェーン途絶のリスクが⾼まっているが、それにともなって理論的にもよ
り⼤規模な政策が必要となっていると結論づけることができる。 

ただし、これらの論⽂では、サプライチェーン途絶のリスクが完全に予⾒されるものとして
理論が構築されていることに注意を要する。現実には、特に安全保障に関わるサプライチェー
ン途絶のリスク、例えば政治的な意図に基づく貿易規制や紛争による２国間経済関係の縮⼩な
どは、⺠間企業にとって正確に予測することは難しい。これは、地震や洪⽔といった⾃然災害
に由来するサプライチェーン途絶のリスクは、科学的知⾒やこれまでの経験からある程度予測
できることとは対照的である。 

もし、そのようなリスクが完全情報ではなく、それを予測するためには情報収集のコストが
かかり、またその情報が他の企業にスピルオーバーしてしまうのであれば、企業はそのコスト
を払って情報を得ようと⼗分には努⼒しない。この場合には、上記の研究で考えられている以
外の市場の失敗が存在する。したがって、このような安全保障上のリスクに関する情報を政府
が収集して⺠間に公開するような政策⽀援も必要だ。これは、輸出のためにはサーチコストが
かかるために、輸出に対する企業への情報⽀援が正当化できるのと同様だ(Srhoj et al., 2023)。 

さらに、⺠間企業が⼗分に情報を持たない状態では、経営者の近視眼(W. Ridge et al., 2014)
や現状バイアス(Kahneman et al., 1991)によってサプライチェーン途絶のリスクが過⼩評価さ
れる可能性がある。その場合、正しくリスクを評価した上での社会的に最適な均衡と、市場の
失敗がある上に過⼩評価されたリスクの下で達成される市場均衡とでは、サプライチェーンの
強靭性により⼤きな差が⽣じる。したがって、安全保障に関わるサプライチェーン途絶のリス
クが上昇している現状では、より⼤規模な政策が正当化できる可能性がある。これらの点につ
いては、まだ⼗分にフォーマルな理論的考察がなされておらず、今後の進展が期待される。 

2.2  実証的研究 

 サプライチェーンの強靭性に関する実証研究も進展している。その 1 つのきっかけとなっ
たのは、2011 年の東⽇本⼤震災において被災地とのサプライチェーンが途絶したために、⽇
本の⾮被災地域のみならず海外での⽣産活動も影響を受けたことであり、サプライチェーンを
通じた経済ショックの波及が注⽬されることとなった。 
 企業レベルデータに計量経済学的⼿法を⽤いたものとして代表的なのは、東⽇本⼤震災の国
内でのショックの波及を分析した Carvalho et al. (2021)、⽇本の海外⼦会社への波及を分析し
た Boehm et al. (2019)、アメリカの様々な⾃然災害の国内への波及効果を分析した Barrot and 
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Sauvagnat (2016)である。また、Kashiwagi et al. (2021)はグローバル・サプライチェーンのデ
ータを利⽤して、アメリカでの災害によるショックの国際的な波及を分析した。これらの分析
によって、経済ショックはサプライチェーンを通じて波及し、その影響が極めて⼤きいことが
確かめられている。 
 Inoue and Todo (2019)は、エージェント・ベースト・モデル（ABM）を⽇本の⼤規模な企業
レベルデータを使ってシミュレーションすることで、東⽇本⼤震災の経済被害が⽇本の各地に
波及する過程を再現した。その結果、東⽇本⼤震災がサプライチェーンの途絶を通じて及ぼし
た⽣産減少額は被災地における直接的な⽣産減少額の約 100 倍に上ると試算されており、サ
プライチェーンを通じた波及効果が甚⼤であることが⽰されている。 
 また、新型コロナウィルス（コロナ）の世界的感染拡⼤に伴って様々な国や地域でロックダ
ウンによる経済活動が縮⼩したことで、その影響がサプライチェーンを通じて世界各国に波及
したが、このことについても多くの研究がなされた。この点については、すでに『国際経済』
掲載の⼾堂（2022）で詳述しているために、ここでは簡単にふれるにとどめるが、⼀般均衡モ
デルもしくは ABM に基づくシミュレーションによってコロナ禍の経済的影響を試算した研究
(Guan et al., 2020, Inoue and Todo, 2020, McKibbin and Fernando, 2020, Bonadio et al., 2020, 
McCann and Myers, 2020)、計量経済学的な⼿法によってコロナ禍が国際貿易に及ぼした影響
を推計した研究(Hayakawa and Mukunoki, 2021b, Liu et al., 2021, Hayakawa and Mukunoki, 
2021a, Hayakawa and Mukunoki, 2020, Ando and Hayakawa, 2021)などがある。 
 さらに、以上の論⽂の多くは、サプライチェーンを通じた経済ショックの波及効果がどのよ
うに増幅・緩和されるかについても分析を⾏っているが、特に取引先の代替性や多様性が重要
であることがわかっている。例えば、Barrot and Sauvagnat (2016)は Rauch (1999)の定義を利
⽤して、投⼊財が特殊性を持つ産業では波及効果がより⼤きいことを⽰しており、この結果は
Kashiwagi et al. (2021)においても⽀持されている。 

さらに Kashiwagi et al. (2021)は、⽶国外の企業は⽶国内の被災地企業と取引があっても被
災の間接的影響を受けないこと，被災地企業と取引のある⽶国内の企業であっても海外の企業
とも取引がある場合には影響が⼩さいことを⾒出している。これは，国際化した企業は多様な
取引先を持っているために，ある取引先の⽣産が縮⼩したとしても，それを代替する企業を⽐
較的容易に⾒つけることができるためと解釈できる。また、Inoue and Todo (2019)の ABM に
基づくシミュレーションによると、中間財が代替できる条件を厳しくするほど波及効果が⼤き
くなる。 

コロナ禍に関する研究でも同様の結果が出ている（⼾堂, 2022）。Ando and Hayakawa (2021)
と Todo et al. (2023)はともに、より多様な国から中間財を調達している⽅が、コロナ禍でのサ
プライチェーン途絶による影響を緩和できたことを⽰した。これらの結果は、取引先を多様
化・国際化してその代替性を強化することが、供給や需要の途絶に対しても強靭なサプライチ
ェーンの構築につながることが⽰されている。 

2.3  安全保障に関わるサプライチェーン途絶に関する実証的研究 

 最近では、特に安全保障に関わるサプライチェーン途絶による影響をモデルで推計した研究
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もある。ただし、そもそも安全保障に関わるサプライチェーン途絶であっても、その影響は⾃
然災害やコロナ禍による途絶の影響と同様の枠組みで推計が可能であり、その設定が変わった
に過ぎない。 

例えば、Baqaee et al. (2024)は、Baqaee and Farhi (2024)による⽣産ネットワークを考慮し
た多国多産業の⼀般均衡モデルを利⽤して、G7 と中国との貿易途絶がドイツ経済におよぼす
影響を推計した。その結果、突然の途絶では 1 年でドイツの GNE（gross national expenditure, 
国⺠総⽀出）が 4％減少するが、3 年にわたって徐々に途絶する場合には、サプライチェーン
を再構築することで、その減少幅を 2％程度に抑えることができることがわかった。なお、
Baqaee and Farhi (2024)のモデルは、ロシア・ウクライナ戦争に伴ってロシアがドイツに対し
て天然ガス供給を⽌めたことの影響のシミュレーションなど、他の経済安全保障に関わるケー
スの推計にも利⽤されている(Bachmann et al., 2022, Moll et al., 2023)。 
 Inoue and Todo (2023)は、⽇本国内のサプライチェーンを通じたショックの波及に焦点をあ
てた Inoue and Todo (2019)の ABM を基に、東京商⼯リサーチによる国内企業のデータに経済
産業省企業活動基本調査による企業レベルの貿易データを接続することで、貿易途絶の影響を
シミュレーションした。その結果、中国からの輸⼊の 80％が 4 週間および 2 か⽉間途絶した
場合には、その期間の⽇本の付加価値⽣産額（GDP）はそれぞれ約 8％、約 40％減少すること
が⽰されている。ただし、Inoue and Todo (2023)のベンチマークの予測では、中間財の供給が
途絶した場合に既存のサプライヤーからの代替のみが可能であり、海外を含めて新しいサプラ
イヤーからの供給は想定されていない。さらに、⽣産における投⼊財の代替も仮定されていな
い。したがって、この研究の焦点は短期的な予測にあると考えるべきであり、2 か⽉程度の中
期的な予測では、途絶の影響は過⼤評価されている可能性がある。⾔い⽅を変えれば、現実に
は中⻑期的には投⼊財やサプライヤーの代替が⾏われるために、その影響はこの予測よりは⼩
さくなるだろうし、またサプライヤーの代替が容易であればあるほど影響はより⼩さくなるだ
ろう。 
 実際、Inoue and Todo (2023)はベンチマークのモデルに加えて、サプライヤーの代替がより
柔軟にできるモデルのシミュレーションも⾏っており、代替性の重要性を⽰している。例えば、
あるサプライヤーからの供給が途絶した時に、既存のサプライチェーンで間接的につながった
別のサプライヤーとの代替を許容するだけで、短期的には途絶の GDP に対する影響が相当緩
和される。 
 さらに、2022 年のロシアのドイツに対する天然ガスの供給途絶の影響を分析した Moll et al. 
(2023)は、Baqaee and Farhi (2024)のモデルにおいて中間財の代替の弾⼒性の微妙な違いが途
絶の影響を⼤きく左右することを⽰した。それによって、実際にドイツにおいてロシアからの
天然ガスの供給が途絶したにもかかわらず、ドイツ経済にはそれほど⼤きな影響がなかった
（2022 年のドイツの GDP 成⻑率は 2％に近い）のは、ロシアからの天然ガスの輸⼊をそれ以
外の国からの輸⼊に代替できたことが⼤きいと結論づけている。 

2.4  政策的含意 

 これらの理論的・実証的研究から、サプライチェーンの強靭化には投⼊財の代替が重要であ
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り、その１つの⽅法は途絶のリスクを鑑みてサプライヤーを多様化しておくことであることが
⽰唆されている。特に、安全保障に関わるサプライチェーンの途絶は、ロシアからドイツへの
天然ガスや 2010 年の中国から⽇本へのレアアースの輸出禁⽌や、2023 年の中国の⽇本から
の⽔産物の輸⼊禁⽌のように、国単位で供給や需要が途絶することが多い。したがって、それ
に対処するには調達先・販売先を国単位で多様化することが必要となる。 
 ただし、特に多様な国との取引を⾏うには、情報収集や関係構築のための様々な初期費⽤が
かかる。Eaton et al. (2021)は、コロンビアからアメリカへの輸出の詳細なデータで、適切な販
売先を⾒つけるためのサーチコストや市場について学ぶためのラーニングコストが⾮常に⼤
きいことを実証した。ここで分析されているのは輸出にともなうコストであるが、サプライヤ
ーを探索するためのコストも同様であろうと思われる。しかし、企業がこのようなコストを⽀
払ってサプライチェーンを多様化しても、その利益はサプライチェーンを通じて他社に波及す
るので、サプライチェーンの多様化は社会的に最適なレベルに達しない(Acemoglu and 
Tahbaz-Salehi, 2024)。 
 したがって、サプライチェーンの多様化に対して、情報提供やビジネスマッチング⽀援など
の政策介⼊を⾏うことは基本的には正当化される。また、輸出振興のための情報⽀援や補助⾦
などの政策が実際に効果的であることについては、様々な異質性があるとは⾔え、⼀定のエビ
デンスがあり(Srhoj et al., 2023)、サプライヤーにしても顧客にしてもその探索に対して同様の
政策⽀援が有効であると考えられる。 
 むろん、サプライチェーンの強靭化は取引先の多様化だけで達成されるわけではない。サプ
ライヤーと顧客企業の取引関係が市場取引ではない特殊性を持っていることが、途絶の差異に
代替が困難となりサプライチェーンの脆弱性を⽣んでいる(Acemoglu and Tahbaz-Salehi, 
2024)。したがって、⽇本の系列のように⻑期的な信頼関係があって初めて開発・⽣産できる
ような特殊で⾼品質の部品でなければ、部品のモジュール化を進め、関係特殊的なサプライチ
ェーンに依存しない市場での調達を⽬指すべきであろう。実際、系列が特徴的であった⽇本の
⾃動⾞産業のサプライチェーンにおいても、⼀定のモジュール化や海外を含む市場での調達は
増えてきている(Matous and Todo, 2015)。 
 その他にも、トヨタ⾃動⾞が東⽇本⼤震災後に⾏ったように（トヨタ⾃動⾞，2016；藤本他，
2016）、各企業が直接・間接のサプライヤーのデータベースを作成し、サプライヤーからの供
給途絶が起きた場合に迅速に代替先を⾒つけられるようにすることも、サプライチェーンの強
靭性を⾼める。このデータベースを活⽤することで、トヨタ⾃動⾞はコロナ禍を含むそれ以降
の災害によるサプライチェーン途絶の期間を縮⼩できたと⾔われている（⽇刊⼯業新聞，
2020）。また、事業継続計画（business continuity plan, BCP）を策定して途絶への対応を事前
に決めておくことも、サプライチェーンの強靭性に寄与することが実証的にも⽰されている
(Azadegan et al., 2020, Hamaguchi, 2013)。これらは Grossman et al. (2023b)の理論で有効とさ
れた強靭性に対する投資の 1 例である。 
 また、第 2.1 節で述べた通り、安全保障に関わるサプライチェーン途絶のリスクは⺠間企業
には⼗分にわからないことが多く、それが市場均衡と社会的に最適な状態とのギャップを⼤き
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くしている。もしそのリスクが企業に明らかなのであれば、企業はその情報を基に、少なくと
も⾃⾝の⻑期的な利益を最⼤化するためにはサプライチェーンをどの程度多様化するべきか
を判断できる。むろん、その市場均衡から社会的に最適な状態に移⾏させるためにどの程度の
政策が必要かについては、それでも⾃明ではない。しかし、企業が安全保障上のリスクをわか
っていない状態よりは、市場均衡と社会的に最適な状態とのギャップは⼩さくなるはずだ。し
たがって、標準的な海外進出⽀援に加えて、政府が安全保障上のリスクに関する情報を収集し、
それを⺠間に開⽰していく努⼒が必要だ。 

3. 経済的威圧への対処 

 次に、近年の経済安全保障に関わる 1 つの主要な問題である経済的威圧について考察して
みたい。経済的威圧とは、ある国が⾃らの経済資源や貿易・投資等の経済的⼿段を⽤いて他国
に圧⼒をかけ、他国の政策的決定に対して影響を及ぼそうとすることを⾔う。例えば中国は、
2010 年には尖閣諸島沖での中国漁船衝突事件を契機に、⽇本へのレアアースの輸出を禁⽌し
た。2023 年には⽇本の ALPS 処理⽔の放出に抗議する形で、⽇本からの⽔産物の輸⼊を禁⽌
している。中国によるこのような経済的威圧には、2020 年にはコロナに関する調査を中国に
求めたオーストラリアからのワインや⼤⻨などの輸⼊を規制するなど、近年多くの事例がある
(OECD, 2024, Zhang, 2024, Adachi et al., 2022)。 

第 2 節は、サプライチェーンの途絶があった時のために、事前に取引先を多様化することで
途絶時の取引先の代替をしやすくし、その影響を緩和するべきだという議論であった。しかし、
⾃然災害とは違い、経済的威圧は安全保障などの政治的な意図で特定の国との貿易を制限しよ
うとするものであり、第 2 節で紹介したサプライチェーンの理論モデルの多くで想定されて
いるように外⽣的に決まるものではない。それならば、経済的威圧がなされにくい貿易構造や
サプライチェーン構造についての議論も必要であろう。ここでは、その試みとして、サプライ
チェーンの多様化によって経済的威圧の⾏使を抑制することができるかについて考察したい。 

同様の研究として、貿易関係が 2 国間の紛争を抑制するかについての国ペアレベルのデー
タを利⽤した実証研究には⼀定の蓄積がある(Schultz, 2015, Hegre et al., 2010)。しかし、貿易
関係が 2 国間の経済制裁や経済的威圧の⾏使に影響があるかについての研究はあまりなされ
ていない。特に、中国による経済的威圧は近年に急増した事象であり、定量的実証分析に耐え
るほどのケースがなく（Zhang (2024)によると 2000 年以降で 30 件であった）、既存の実証研
究は個別のケーススタディの分析にとどまっている。例えば Adachi et al. (2022)は、2019 年に
韓国のサムスンがそのウェブサイトで台湾と⾹港を国として扱ったときにも必ずしも中国政
府から経済的威圧を受けなかったとして、経済的威圧を抑制できる要因として技術の先端性に
特に注⽬している。しかし、サプライチェーンにおける依存度や多様性が経済的威圧の抑⽌に
つながるかどうかは考察されていない。 
 そこで、ここでは中国による経済的威圧の 3 つのケース、2010 年の対⽇レアアース輸出禁
⽌、2023 年の対⽇⽔産物輸⼊禁⽌、2020 年の対豪ワイン・⼤⻨輸⼊規制を取り上げて、中国
が経済的威圧を⾏う場合にどのような品⽬が対象となるかについて、⽇豪にとっての貿易にお
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ける中国依存度、中国にとっての⽇豪依存度を⾒ることで、その傾向を⾒てみたい。 
 表 1 は、これらの 3 つのケースで、貿易規制の対象となった品⽬の前年の貿易額、⽇・豪か
ら⾒た中国のシェア、中国から⾒た⽇・豪のシェアを⽰している。また、⽐較のために当時の
2 国間貿易において貿易額が第 1・2 位だった品⽬（HS コード 4 桁レベル）についても同様に
⽰している。 

まず、（A）のレアアースの対⽇禁輸について⾒てみると、中国の対⽇レアアース輸出は⽇本
にとっても中国⾃⾝にとっても品⽬ごとの貿易におけるシェアは 80％を超えている。つまり、
⽇本は中国のレアアースに強く依存していたが、中国もその販売先を⽇本に強く依存していた
のだ。それにも関わらず、中国にとって政治的な問題が⽣じると、その⼤⼝の顧客を切り捨て
たのである。 
 

表 1：経済的威圧のケースにおける貿易依存度 
（Ａ）2010 年対⽇レアアース輸出禁⽌ 

品⽬ 貿易額 
⽇本の輸⼊に
おける中国の

シェア 

中国の輸出に
おける⽇本の

シェア 
レアアース(280530) 6500 万ドル 83.5% 88.9% 

レアアース化合物（2846） 8900 万ドル 
(3.3 億ドル)* 

58.7% 
(83.5%)* 

32.3% 
(58.1％)* 

⾃動データ処理機械（8471） 76 億ドル 67.0% 5.7% 
携帯電話（8517） 54 億ドル 52.3% 3.2% 

 
（Ｂ）2023 年対⽇⽔産物輸⼊禁⽌ 

品⽬ 貿易額 
⽇本の輸出に
おける中国の

シェア 

中国の輸⼊に
おける⽇本の

シェア 
⽔産物（03） 5.5 億ドル 27.9% 2.7% 

冷凍ホタテ（030722） 3.5 億ドル 56.0% 97.4% 
半導体製造装置（8486） 97 億ドル 31.5% 30.9% 

集積回路（8542） 79 億ドル 23.3% 4.8% 

 
（Ｃ）2020 年対豪ワイン・⼤⻨・⽯炭等輸⼊規制 

品⽬ 貿易額 
豪州の輸出に
おける中国の

シェア 

中国の輸⼊に
おける豪州の

シェア 
ワイン（2204） 7.9 億ドル 38.5% 35.5% 
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⼤⻨（1003） 4.1 億ドル 56.7％ 42.4% 
⽯炭（2701） 95 億ドル 21.5% 49.3% 
鉄鉱（2601） 549 億ドル 82.2% 61.2% 

出所：UN Comtrade. 

注：各ケースで前年の貿易額、シェアを⽰す。灰⾊のセルが経済的威圧の対象となった品⽬で、それ以外はそ
の当時の 2 国間貿易での貿易額が第 1・2 位であった品⽬（いずれも経済的威圧の対象とはなっていない）を
⽰す。品⽬のカッコ内は HS コードを表す。レアアース化合物については、前年の貿易額がそれ以前のトレン
ドよりも極端に少ないために、前々年の数字をカッコ内に⽰す。 

 
これは、（B）の⽇本からの⽔産物の輸⼊禁⽌でも同様だ。⽔産物のうち、特に貿易額の⼤き

い冷凍ホタテについては中国は輸⼊の 97％を⽇本に依存していたが、それでも輸⼊禁⽌に踏
み切っている。なお、⽇本のホタテ輸出における中国依存度は 56％であり、97％よりは⼩さ
いが⼀般的に⾔って相当⼤きい。これらの経験は、中国は⾃分が貿易で⼤きく依存している品
⽬であっても、政治的な意図を達成するためには経済的威圧の対象とすることがわかる。さら
に、相⼿国がその貿易で中国に⼤きく依存している場合には、相⼿国の損失を考えて、その品
⽬が選ばれる傾向にある。 

特に、レアアースの禁輸措置は、それが必須素材として ICT 機器に利⽤されており、その供
給を⽌めた場合の⽇本経済全体への影響が⼤きいことから、経済的威圧のターゲットになった
と思われる。実際、Inoue and Todo (2023)のシミュレーションは、サプライチェーンの川上の
品⽬の輸⼊途絶ほど、国内経済への影響が⼤きいことを⽰している。これは、より川上の企業
への輸⼊が途絶した場合、その企業に直接間接に連なる多くの川下企業にも影響が及ぶから
だ。 

ただし中国も、⾃らの経済的威圧による利益の損失や消費者の厚⽣の損失に無関⼼というわ
けではない。レアアースのケースでも、⽔産物のケースでも、中国は規制の対象を⽐較的貿易
額の少ない品⽬に限定し、貿易額の⼤きい電気電⼦機器、半導体、半導体製造装置などについ
ては規制の対象としていない（表 1）。 

（C）で⽰される中国のオーストラリアからの輸⼊規制についても、⽇本のケースと同様だ。
互いに依存しあっているものの貿易額が⽐較的少ないワイン、⼤⻨が対象として選ばれ、貿易
額が⼤きい鉄鉱⽯や⽯炭などは、オーストラリアが輸出先として中国に⼤きく依存しているに
もかかわらず、対象となっていない。 

このように、中国が⾃国への影響を最⼩限にとどめながら経済的威圧を⾏っていることは、
Adachi et al. (2022)による結論、すなわち中国は先端技術を持った企業に対しては経済的威圧
を⾏わないという結論と整合的である。また Zhang (2024)は、中国はアメリカに対しては経済
的威圧の⾏使を明⾔することはあっても、実際に⾏使したことはほとんどないことを明らかに
しているが、このことも中国が経済的威圧のターゲットを慎重に選択していることを⽰すもの
である。 
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これらのことから、貿易相⼿国を多様化し、中国依存度を下げる戦略は、経済的威圧を⾏使
されることを⼀定程度抑制できるが、より重要なのは、シェアではなく規模や先端性の⾯で相
⼿国にとって重要な貿易パートナーとなることであることが⽰唆される。ただし、これは 3 つ
のケースの観察による結論であることには注意を要する。 

4. 産業政策 

取引先の国際的な多様化以外に、サプライチェーンの強靭化の⽅法として考えられるのは、
⽣産拠点や調達先の国内回帰である。⽇本を含む各国は、半導体をはじめとする先端的製品の
サプライチェーンをできるだけ国内（もしくは欧州であれば域内）に取り込むように、産業を
特定した産業政策を⾏っている。 

4.1  理論的な含意 

このような産業政策が、⼀定の条件の下では産業発展に対して有効であることは、理論的に
はっきりしている。ある産業に規模の経済があり、⽣産規模が⼤きければ⼤きいほど⽣産効率
や⽣産性が上がるとしよう。そのとき、ある国でその産業が⼀定の規模がない状態で⾃由に貿
易をすれば、国際競争⼒がないために、他国からの輸⼊品に負けてその国の産業は衰退する。
その場合には、貿易を制限することでその産業を国内である程度の規模にまで育成すれば、国
際競争⼒のある産業に発展させることができる(Juhász et al., 2023)。 

また、地域産業の発展にも同様のことがいえる。ある地域に特定産業の企業が集積すれば、
それらの企業の間で情報や技術が共有されて波及したり、その産業に特有の⼈材が集まったり
することで、その地域の⽣産効率や⽣産性が向上することが知られている。だから、ある地域
で中核となる企業を⼀定の規模で誘致することで、特定産業を育成することが可能である。 

また、国内回帰政策がサプライチェーンの強靭化にも有効である可能性があることは、
Grossman et al. (2023a)の理論的でも⽰されている。Grossman et al. (2023a)は、価格弾⼒性が
価格とともに上昇する場合には、市場均衡ではむしろサプライチェーンの多様化が過度に⾏わ
れるため、多様化を抑制し、国内回帰を促進する政策がむしろ社会的厚⽣を⾼めることを⽰し
た。 
 ただし、これらは理論上は可能であるものの、現実には必ずしもうまくいくとは限らない。
政府が規模の経済がある産業を選定する能⼒があるとは限らないし、政治的な圧⼒で誤った産
業や企業、地域が政策的に選ばれてしまい、政策が有効に機能しない「政府の失敗」が起きる
可能性がある。また、政策的に⽀援することで企業の創意⼯夫が阻害されて国内の企業活動が
むしろ⾮効率的になってしまい、産業育成がうまくいかないこともありうる。 

4.2  実証分析の結果 

実証的にも、産業政策や企業誘致が必ずしも常に効果的であるわけではないことが知られて
いる。例えば、アメリカの⼤規模⼯場誘致政策には、その周辺の企業の⽣産性を向上させるよ
うな波及効果があったことが⽰されている(Greenstone et al., 2010)。しかし Okubo and 
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Tomiura (2012)は、⽇本で 1980 年代・90 年代に⾏われたテクノポリスや頭脳⽴地といった地
⽅のハイテク企業誘致に対する補助⾦政策は、むしろ⽣産性の低い企業を誘致してしまい、技
術の波及や地域振興に対する効果がなかったことを実証した。 

近年、⽶欧⽇で産業政策が活発化している原因の 1 つは、中国でのハイテク産業に対する膨
⼤な補助⾦に対抗しなければ中国に勝てないという政策担当者の意識である。しかし、実際に
は中国での産業政策は必ずしも成功しているわけではない。例えば、1998 年から 2007 年の中
国の⼤企業・中企業を網羅した企業データを使った研究では、企業に対する補助⾦は企業間の
競争がある産業でのみ⽣産性を向上させる効果が⾒られたことが⽰されている(Aghion et al., 
2015)。より最近の 2007 年から 2018 年の中国の上場企業のデータを使った研究によると、補
助⾦はむしろ⽣産性の低い企業に供与され、雇⽤にはプラスの効果があるものの、⽣産性には
マイナスの効果があるという(Branstetter et al., 2022)。 

つまり、理論的には有効である産業政策やそのための企業誘致も常にうまくいくとは限らな
いが、実証分析の結果からは、特に産業内での競争が担保されている場合には有効である可能
性が⾼いことが⽰唆されている。 

ただし最近では、因果関係をより正確に識別できる先端的な計量経済学的⼿法を利⽤した結
果、産業政策が有効であったことを⽰すエビデンスが多く出てきている(Juhász et al., 2023, 
Lane, 2020)。例えば、Lane (2022)は差分の差分法などによって、1970 年代に韓国で⾏われた
重化学⼯業を対象とした産業政策が、対象産業の⽣産量、⽣産性、輸出量を⼤きく向上させた
上、その効果はサプライチェーンを通じて川下産業にも及んだことを⽰した。Kalouptsidi 
(2018)は、中国の造船業は 2000 年代後半に供与された補助⾦によって⽇本を追い越し、世界
のトップシェアを獲得したことを構造推定によって実証した。さらに Juhász (2018)は、1803-
1815 年のナポレオン戦争によってフランスの⼀部地域でイギリスとの貿易が途絶されたこと
を⾃然実験として利⽤して、貿易途絶が幼稚産業保護として機能することによって綿紡織機の
⽣産能⼒が上昇し、綿紡織機産業が⼤きく成⻑し、その成⻑は⻑期的にも持続したことを⾒出
した。 

このような実証研究の流れ、そして政治的にも産業政策をサプライチェーン強靭化に利⽤し
ようとする流れもあり、学界でも政策形成の場でも産業政策が再評価されている。しかし、産
業政策の有効性を再評価する代表的な論⽂の１つである Aiginger and Rodrik (2020)が提唱し
ているのも、「トップダウンの政策形成、選ばれた特定産業のターゲティング、標準的な補助
⾦やインセンティブの供与といった特徴を持つ」伝統的な産業政策ではなく、「⽣産性向上や
社会的課題に対して政府と⺠間企業とが連携することを中⼼にすえた」新しい産業政策であ
る。したがって、政策の場における産業政策を過⼤評価する傾向には注意が必要だ。 

さらに、産業政策の有効性を⾒出した新しい実証研究の多くが、いまから数⼗年前以上の歴
史的な産業政策を取り扱っていることにも⾔及したい。Young (1991)や Baldwin and Forslid 
(2000)の内⽣的経済成⻑理論によると、貿易による知識の波及効果が⼤きい場合には、規模の
経済があったとしても貿易によって⾼い⽣産性成⻑が達成できるため、必ずしも幼稚産業保護
政策は必要がない。したがって、貿易による知識の波及効果が時代とともに⼤きくなっている
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とするならば、以前は有効であった産業政策も、現在では必ずしもそうではない可能性がある。
このような時代に関する外部妥当性についても考慮しつつ、新しい産業政策の実証研究を解釈
していく必要もあろう。 

4.3  現在の⽇本の産業政策の評価と課題 

さて、以上のような観点から、現在進⾏中の⽇本政府の半導体産業に対する産業政策を評価
し、今後の課題について考えてみたい。 

まず、2022 年に⽇本政府は 4760 億円の補助⾦によって台湾の最先端半導体ファウンドリ
である TSMC の⼯場を熊本に誘致した。この政策は、いくつかの点で上述のテクノポリスや頭
脳⽴地などのこれまでの⽇本の地域振興政策とは異なり、成功する可能性を秘めている。 

第 1 に、誘致したのが世界トップクラスの技術を持つ外資企業であることだ。⼀般的にも外
資企業は国内企業よりも⾼い技術レベルを持つことが多く、外資企業から国内企業への技術が
波及して国内企業の⽣産性が向上する「スピルオーバー効果」が存在することは、⽇⽶欧を含
む多くの国で実証されている（(Todo, 2006, Keller and Yeaple, 2009, Haskel et al., 2007)。とこ
ろが、⽇本の対内投資は OECD 諸国中最低レベルで（OECD Data Explorer）、政策的に先端的
技術⼒をもった海外のトップ企業を誘致することもなかった。 

第 2 に、もともと熊本を含む九州地域は、電気電⼦機器や⾃動⾞関連の企業の集積が進んで
いた。そのような集積地に TSMC 熊本⼯場が設⽴されたことで、さらに半導体関連の素材、製
造装置、ユーザー企業が新しく拠点を設け、半導体産業の集積がますます進んでいる（⽇本経
済新聞，2023）。以前のテクノポリスや頭脳⽴地といった政策がうまくいかなかったのは、産
業集積の進んでいないところに⽣産性の⾼い企業を誘致しようとしたところに原因があった。
その点、TSMC の熊本誘致は、もともと地域が持っていた規模の経済の⼒をうまく活⽤できて
おり、九州地域で企業の集積が進み、サプライチェーンが発達することで、サプライチェーン
を通じた技術のスピルオーバーによって地域企業の⽣産性が向上することが期待できる
(Javorcik, 2004, Todo et al., 2016)。 

第 3 に、TSMC の誘致政策は、熊本への⽣産拠点の誘致だけではなく、つくばへの研究開発
拠点の誘致をも伴っている。その結果、産業技術総合研究所の先端半導体製造技術コンソーシ
アムを拠点として、TSMC と⽇本企業や⼤学だけではなく、Intel や IBM、サムスンなどの海外
企業との共同研究が⾏われている。外資企業が投資相⼿国で研究開発を⾏っているときに、地
場企業への⽣産性のスピルオーバー効果が特に⼤きいことは、⽇本や中国の企業データの分析
によってわかっている(Todo, 2006, Todo et al., 2011)。また、国際共同研究は技術や知識の共
有を通じて企業のイノベーション⼒を向上させることも実証されている(Iino et al., 2021)。し
たがって、つくばでの共同研究開発を通じて TSMC の⽇本企業に対する効果は⾮常に⼤きな
ものになると考えられる。 

このように、TSMC に対する産業政策は⼀定の効果を挙げており、今後もその効果が期待で
きるように⾒える。その効果をさらに上げていくには、地域でのプラットフォームの構築によ
って企業連携、産学連携を政策的に強化し、技術や情報の波及による⽣産性向上を促すことが
有効だ。テクノポリス・頭脳⽴地の後継として経済産業省が 2000 年代に⾏った「産業クラス
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ター政策」では、それまでの補助⾦による企業誘致だけではなく、産官学のネットワーク形成
が重要視され、産学共同研究、商談会や技術展⽰会などに対する⽀援を通じたビジネスマッチ
ングが積極的に⾏われた。その結果、産業クラスター政策は地域企業の売上や技術⼒に対して
⼀定の効果を挙げたことが実証されている(Nishimura and Okamuro, 2011b, Nishimura and 
Okamuro, 2011a)。このようなエビデンスに裏打ちされたネットワーク⽀援をぜひ半導体産業
でも⾏っていくべきだ。 

もう１つ、半導体産業の国内振興のために⾏われている主要な産業政策は、2nm（ナノメー
トル）以下の次世代半導体の製造を⽬指すラピダス社に対する約 1 兆円（2024 年度まで）の
補助⾦を含む⽀援、およびその次世代半導体の開発のための新しい研究組織「技術研究組合最
先端半導体技術センター」（LSTC）の創設である。 

⽣産拠点であるラピダスが TSMC 熊本⼯場と異なるのは、⽣産拠点も研究開発拠点も⼗分
に集積しているとはいえない北海道千歳市に⽣産拠点を建設しているところだ。既存の集積が
ないところに政策的に産業集積を構築するのは簡単ではない。 

ただし、開発拠点の LSTC は必ずしも千歳を本拠地としているわけではなく、⽇本の⼤学や
研究所が、アメリカの NSTC（National Semiconductor Technology Center）や IBM、ベルギー
の IMEC（Interuniversity Microelectronics Centre）、フランスの Leti（Laboratoire d'électronique 
des technologies de l'information）などの海外の先端的研究機関・企業との共同研究を予定し
ている。前述の通り、国際共同研究によって企業のイノベーション⼒が向上することは実証さ
れており(Iino et al., 2021)、次世代半導体開発の可能性は⼗分にあるだろう。 

とはいえ、知的な国際連携は必ずしも簡単ではない。Lin et al. (2023)は遠隔での共同研究で
は⾰新的な研究成果は⽣まれにくいことを⽰した。したがって、このような政策的な知的な国
際連携でも、海外の研究者の⽇本での⻑期滞在による対⾯での共同研究を促進するなどの⼯夫
が必要だ。 

5. おわりに 

 本論⽂は、経済安全保障に対する企業・政策担当者の関⼼の⾼まりを受けて、経済安全保障
に関わる政策、特にサプライチェーンの強靭化や経済的威圧に関する政策や国内回帰を⽬指す
産業政策に対して、これまでの経済学の理論的・実証的研究成果がどのような含意を提起して
いるのかを議論した。なかでも、サプライチェーンの多様化・国際化を通じた強靭化の必要性
と産業政策の⼀定の有効性について焦点をあてた。 
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